
 

 

 

 

 

《新規》 

  令和３年度当初予算額 ３４３万３千円 

 

 

 

【事業目的】 

 入所施設から地域生活への移行や「親なき後」において、重度知的障がい者の暮ら

しの場となるグループホームの確保が課題となっている。 

そこで、重度知的障がい者の地域生活を支えるグループホームを拡大するため、既

に重度知的障がい者を受け入れ、専門的な支援を実施しているグループホームを運営

する法人の協力を得て、実地研修やコンサルテーション等により、グループホームに

おける支援力の向上を図る。 

 

【事業概要】 

○ 参加事業者が委託先の法人のグループホームにおける実地研修により、実際に

行われている支援を習得 

○ 参加事業者が委託先からコンサルテーションを受けることにより、専門的な支

援方法や組織マネジメントなど、適切な支援を行う上で必要となる知識や技術

を習得 

 

【事業のイメージ】 

主要事業１ 

担当 障がい福祉室⽣活基盤推進課 
整備グループ 

担当者 ⼭⽥、清⽔ 
内線 ２４５０ 
直通 ０６－６９４４－２２９５ 

重度知的障がい者地域生活支援体制整備事業 
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児童虐待相談対応件数の増加や事案の深刻化等に対応するため、これまでも子ども家庭センター職員
の増員など体制強化に取り組んできましたが、更なる取組により子ども家庭センターの一時保護機能及び体
制の強化を図ります。
【主な事業 概要】
◆SNSを活用した児童虐待防止相談事業（児童虐待対策費）（62,926千円）
⇒児童虐待の未然防⽌・早期発⾒・早期対応を図るため⼤阪府在住の⼦ども及び保護者を対象に、
大阪市・堺市と共同でSNS（LINE）を活用した児童虐待防止相談窓口を次のとおり開設する。
相談実施日（予定）︓週２日（平日１日と土曜日）

子どもの⻑期休暇期間等に集中取組み期間を設定
◆一時保護機能の強化
①新たな一時保護所の設置（子ども家庭センター施設設備改修費）
（債務負担⾏為910,852千円（令和３年度〜令和14年度））
⇒⼀時保護児童の増加により、保護児童を受け⼊れる府⽴施設及び⺠間施設がほぼ満床の状況であり、
今後も⼀時保護児童の増加が⾒込まれることから、令和５年度に新たな一時保護所（定員50名）
を設置する。

②⺠間施設の⼀時保護機能強化事業（児童虐待対策費）（47,523千円）
⇒府内の⺠間児童養護施設における⼀時保護委託の受⼊れ体制の整備を⽀援し、一時保護機能

の強化を図る。

※上記の取組に加え、子ども家庭センター職員（児童福祉司）の計画的な増員を進める

主要事業２

担 当 子ども室家庭支援課 相談支援ｸﾞﾙｰﾌﾟ
担当者 ⽵内、⽶村、⻄野
内 線 ４２５９
直 通 ０６－６９４４－６６７5

《一部新規》【一部知事重点】 令和３年度当初予算額︓４億６，９６７万円

児童虐待対応の拡充・強化

拡充

（参考）児童虐待相談対応件数と一時保護の現状
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《新規》【知事重点】 

 

 令和３年度当初予算額 １４，１００千円 

 
 
 
 

高齢者が地域で安心して暮らすための地域包括ケアシステム構築に向け、ご近所の困りごとを

地域で助け合う活動（買い物支援、外出支援、居場所づくり等）を行う団体の創出やそれに携わ

る人材の掘り起こし等について、市町村の体制整備を支援する。 

 

 

市町村が抱える課題の解決に向け、①新たな地域活動の担い手創出、②市町村の体制整備の支

援、③市町村の取組みの可視化を行う。 

※府が実施してきた「大阪ええまちプロジェクト」(Ｈ29～)のノウハウを市町村に移行。 

 

【市町村が抱える課題】 

〇地域活動の担い手が少ない 〇地域貢献団体創出や担い手の掘り起こし、両者を結び

つけるノウハウがない。また、担当職員等の異動で取

組みが途切れ、ノウハウが蓄積できない 

 

【主な取組】 

①新たな地域活動担い手創出 ②市町村体制整備支援 

〇講座「大阪もっと！ええまちアカデミー(仮

称)」の開催 

・公開講座：「地域貢献に興味はあるけどどう

すれば？」という方を対象に、実際の活動

内容ややりがいを知ってもらう講座 

・専攻コース：「実際に活動を始めたい！」と

いう方を対象に、事業運営や実務上のノウ

ハウを獲得してもらうコース 

〇マッチングを行う情報基盤の整備等 

・自分のスキルを地域貢献に役立てたい人材と、これま

での活動をさらに充実させたい団体とのマッチングを

行う情報基盤を府が整備し、市町村が活用 

・地域団体が抱える課題解決のためのワークショップ等

の開催 

・市町村職員等への研修実施 

 

 

③市町村の取組の可視化 

〇特設ＷＥＢサイト開設・運営 

・市町村の目標設定・進捗状況や達成状況をＷＥＢサイトに掲載し、他市町村の取組みを参考にしたり、

自市町村の進捗がどれくらいか確認 

 

 

担 当︓⾼齢介護室介護⽀援課 
地域⽀援グループ 

担当者︓⻄辻、中江 
内 線︓４４８０ 
直 通︓０６－６９４４－６６９０ 

事業目的 ～市町村による地域の支え合い活動の創出を支援～ 

事業概要 

 生活支援体制整備推進支援事業 

主要事業３ 

【大阪ええまちプロジェクト】 

若手からシニアまでオール大阪で住民主体（支え合い）による地域包括ケアシステムの構築を目指すプロジェク

ト。これまで、①住民主体型サービス創出に向けた地域団体への直接的支援、②住民主体型サービスに向けた情報

発信・機運醸成、③市町村職員等への研修を実施。 

地縁に頼らない人材（プロボノ※）を活用した地域課題解決型の地域団体支援は引き続き大阪府が実施。 

※仕事上で得た知識や経験、技能を、社会貢献のため提供するボランティア 
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【知事重点】 

 令和３年度当初予算額 ７６，９８７千円 

 

 

 

【事業目的】 

高齢者や障がい者等の利用者の生活の場である入所・居住系の社会福祉施設等において、新型

コロナウイルス感染症の影響により、当該施設の職員の多くが勤務できなくなる場合においても、

施設団体との連携・協力のもと、他法人の施設等から職員を迅速に派遣できる体制を整備し、施

設の継続運営を支援します。 

 

【主な事業内容】 

 施設団体である「社会福祉法人大阪府社会福祉協議会」並びに「公益社団法人大阪介護老人保

健施設協会」との応援職員派遣に関する協定により、応援に協力する施設の募集や施設間の応援

に係るマッチング、派遣に必要な支援等をワンストップで対応することにより、円滑な職員派遣

を行います。 

 （１）施設団体への委託 ４，９８７千円 

○応援協力施設の募集等  ＜登録施設数：３３８施設＞（令和３年１月末現在） 

○応援派遣に係るマッチング等 

○応援職員へのワンストップによる支援（経費支払、手続き等） 

 

 （２）応援職員への支援 ７２，０００千円 

 ○旅費等の支出、宿泊先の確保、傷害保険への加入、検査費用の支援等 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※所管行政機関とは、当該社会福祉施設等を所管する自治体等を指します 

担 当︓地域福祉推進室地域福祉課企画推進グループ 
担当者︓平⽥、徳岡、⽊村 
内 線︓４５２２ 
直 通︓０６－６９４４－７６０２ 

応援職員派遣の流れ 

応援協力施設 

応援要請施設 

施設団体 

大阪府 

②派遣要請（派遣条件の提示） 

③派遣同意 

①応援要請（希望条件の提示） 

所管行政機関（※） 
⑤応援職員の派遣 

④派遣決定 

社会福祉施設等応援職員派遣支援事業 

主要事業４ 
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包括的な相談支援の体制 社会とのつながりを作るための支援 

・属性や世代を問わない相談の受け止め 
・多機関の協働をコーディネート 
・アウトリーチも実施 

・利用者のニーズを踏まえた丁寧な 
 マッチング・新たなメニューの開発 
・マッチング後のフォローアップ 

Ⅲ.地域づくりに向けた支援 

住民同士の顔の見える関係性の育成支援 

・世代や属性を超えて交流できる場や居場所の確保 
・多分野のプラットフォーム形成など、交流・参加・  
 学びの機会のコーディネート 

Ⅱ.参加支援 Ⅰ.相談支援 

 

 
 

《新規》 

令和３年度当初予算額 １，４８６千円 
 
 

 
 
 
【事業⽬的】 

「社会的孤⽴」や「8050 問題」など、地域住⺠が抱える課題が複合化・複雑化する中、⾼齢・障がい・⼦
どもなどの制度の縦割りを超えた全ての⽅を対象とした包括的な⽀援体制の構築や、令和３年度から社会
福祉法に基づく新たな事業として創設される「重層的⽀援体制整備事業（※）」の取組が進むよう、市町
村等を対象とした研修等を実施し、体制の構築を⽀援する。 

 
【事業概要】 
重層的⽀援体制整備事業に係る基本的な考え⽅や体制構築の⼿法等についての理解を深め、今後の

事業促進につなげるため、市町村を対象に、関係部局や関係機関等を広く集めた研修等を開催。  
項 ⽬ 内 容 

対象 市町村職員、社会福祉協議会職員、包括的⽀援体制整備に係る関係機関等 

事業内容 

① 全体研修会（年２回程度） 
▸制度に係る基本的な考え⽅や体制構築の⽅法等について理解を深めるための研修会を開催 
② 市町村ブロック別勉強会（各ブロック１回程度） 
▸市町村間の交流やネットワークの構築に向けた勉強会等を開催 

 
（※）重層的⽀援体制整備事業（改正社会福祉法（令和３年４⽉施⾏）に基づく任意事業） 

市町村において、地域住⺠の複合化・複雑化した⽀援ニーズに対応する包括的な⽀援体制を構築するため、以下
Ⅰ〜Ⅲの⽀援を⼀体的に実施する事業。なお、市町村が創意⼯夫をもって円滑に体制を整備できるよう、国及び都
道府県からの交付⾦は⼀括して交付される。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

担 当︓地域福祉推進室地域福祉課 企画推進グループ 
担当者︓藤⽥、吉⽥、⼭⼝ 
内 線︓4504 
直 通︓06-6944-6657 

重層的⽀援体制構築後⽅⽀援事業 
－地域共生社会の実現に向けて－ 

事業の全体像（イメージ） 

主要事業５ 
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《新規》【知事重点】 
 

令和３年度当初予算額 ４０，０００千円 
 
 

 
 
【背 景】 

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、これまでの地域活動に「新しい⽣活様式（３密の回避等）」を取
り⼊れることに加え、⾮対⾯での「つながり」づくりなど、各市町村社会福祉協議会が地域のネットワークの中⼼と
なって、コロナとの共存（ウィズコロナ）を前提に、地域の実情に応じた知恵と⼯夫による様々な取組が進められ
ています。しかしながら、これまでより規模を縮⼩することや対象者を限定した地域活動とせざるを得ない実情も
あり、引き続き、居場所や⼈のつながりの喪失による孤⽴が深まることが懸念されるところです。 

 
【⽬ 的】 

⾼齢者や障がい者など、⽀援を必要とする府⺠の孤⽴や不安の解消を図ることを⽬的として、⼤阪府福祉
基⾦（※）を活⽤し、地域のネットワークを活⽤した新たな発想と⼯夫により、ウィズコロナに加え、コロナ終
息後（ポストコロナ）も⾒据えた、地域活動モデルに対し助成します。 

 
【助成対象団体】 
 ⼤阪府内の市町村社会福祉協議会（1団体あたり上限 2,000 千円） 
 
【助成事業】 
（１）新型コロナウイルスの感染拡⼤の影響により⽣じた地域におけるつながりの喪失や孤⽴等の地域課題・

社会課題の解決に寄与する事業 
（２）新たな発想・⼯夫のもとに取り組む地域活動で、他地域のモデルとなる事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
※⼤阪府福祉基⾦ 
 ・府⺠からの寄附⾦等をもとに、府⺠の社会福祉活動の振興を⽬的として、昭和 55 年に設⽴ 
 ・積み⽴てられた基⾦の運⽤益等を財源とし、「地域福祉振興助成⾦」として府⺠が⾏う⾃主的 
な福祉ボランティア活動や地域福祉活動に助成 

担 当︓地域福祉推進室地域福祉課 企画推進グループ 
担当者︓平⽥、吉⽥、岩⽥ 
内 線︓2423 
直 通︓06-6944-7109 

「ウィズコロナ、ポストコロナに対応した地域活動モデルの開発」助成事業 

開発を期待する事業イメージ 
◆ICT を活⽤した地域や属性を超えたつながりづくり 
◆⾃宅にいながら社会参加できる仕掛け 
◆外出困難者の健康増進等の取組 

主要事業６ 
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《新規》 

 
令和３年度当初予算額 ４４，１９７千円 

 
 
 介護分野の慢性的な人材不足を改善するため、これまでも地域医療介護総合確保基金を活用して

様々な事業に取り組んできましたが、新たに「介護助手導入事業」や「介護分野への就労・定着促進事

業」を実施するなど介護・福祉人材の確保に向けた取組の強化を図ります。 

 

 

 
【事業概要】 

介護現場において、介護職員の役割分担・機能分化による「介護職の専門職化」と「介護職員の離職率低

下」を図るため、民間事業者に委託して、身体介護等の専門的な知識や技術が必要な業務以外の「周辺業務」

を担う「介護助手」の募集、介護助手養成研修や職場体験、受入事業所とのマッチングを一体的に実施する。 

 

【目標】 １００名 

 

 

【事業概要】 

介護分野の慢性的な人材不足を改善するため、介護保険施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等）

を運営する法人が、無資格・未経験者を大阪府社会福祉協議会に設置する大阪福祉人材支援センターを通じ

て雇用し、下記の要件を満たした場合に雇用経費・研修費の一部を支援する。 

（補助要件）「３か月間の職場定着」かつ「介護職員初任者研修の修了」 

（補助金額）雇用経費：（１人あたり上限）正規２５万円、非正規１２．５万円 

研修費 ：（１人あたり上限）５万円 

※民間人材サービス事業者を活用し、「大阪府雇用促進支援金」（商工労働部）の支給対象となる場合は研修費のみ補助 

【目標】 １２０名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当︓地域福祉推進室福祉⼈材・法⼈指導課 
⼈材確保グループ 

担当者︓⽚⼭・吉野・⽷⿂川 
内 線︓４５０６ 
直 通︓０６－６９４４－９１６５ 

地域医療介護総合確保基金事業による介護・福祉人材の確保 

○介護分野への就労・定着促進事業 （令和３年度当初予算額 ３７，９０６千円） 

○介護助手導入事業 （令和３年度当初予算額 ６，２９１千円） 

主要事業７ 
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令和 3年度当初予算額：１６８億２,６８３万７千円 

 

 

 

 

 

【事業目的】 

福祉医療費助成制度（福祉的配慮が必要な府民が医療機関等窓口で負担する医療費の一部

を市町村が助成し、府は市町村に対し、助成額の２分の１を補助）については、平成 30年

4月に再構築を行い、精神障がい者や難病患者への対象者の拡充、訪問看護ステーションが

行う訪問看護への対象医療の拡充などを実施したところ。このたび、助成を必要とする方々

がさらに安心して医療を受けられるよう補助基準を見直し、令和 3 年 4 月診療分から精神

病床への入院について助成を拡充する。 

 

【事業内容】 

（１）重度障がい者医療費助成事業  【令和 3年度当初予算】110億 5,909万３千円 

重度の障がい者を対象に実施。 

（２）ひとり親家庭医療費助成事業  【令和 3年度当初予算】31億 7,881万 7千円 

ひとり親家庭の 18歳年度末までの子と親又は養育者を対象に実施。 

（３）乳幼児医療費助成事業      【令和 3年度当初予算】25億 8,892万 7千円 

 就学前児童を対象に実施。 

 ※ 予算額は精神病床の入院への助成拡充分を含む医療費助成全体の額 

 

 

 

 

担当：【重度障がい者医療】 

地域生活支援課地域サービス支援Ｇ 

担当者：廣川・澤田 

 内線：2540 

直通：０６－６９４４－６６５２ 

【ひとり親家庭医療・乳幼児医療】 

 子育て支援課 企画調整Ｇ 

担当者：河野・島村 

内線 4256 

直通：０６－６９４４－６６７７ 

重度障がい者医療費助成事業、ひとり親家庭医療費助成事業、乳幼児医療費助成事業

（精神病床の入院への医療費助成拡充） 

拡充 

下線部分 

主要事業８ 
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《新規》【知事重点】 

令和３年度当初予算額 １１，３２６千円 

 

 

 

■ 目的 

  重症化リスクの高い高齢者が入所・利用する施設等をはじめとした社会福祉施設

等のクラスター発生を予防し、社会基盤である福祉サービスを停滞させることのな

いよう、新型コロナウイルス感染症をはじめとするあらゆる感染症予防対策を重点

的に強化する。 

 

■ 事業の概要 

○施設等への専門家派遣・施設等からの電話相談対応 

û 施設に感染管理認定看護師等専門家を派遣し、個別に現場の実態把握、課題
抽出、施設に応じた助言等を実施 

û 施設の感染対策上の疑問や課題に、専門家が電話で相談対応することで、施
設訪問のフォローアップや、施設からの個別相談に対応       

○事例分析、研修・啓発用媒体作成 

û 施設職員を対象とした専門家による研修を実施（オンライン配信） 

û 事例集・対応参考例等を作成し、HPへの掲載や会議等での配布により周知 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 福祉総務課 
企画グループ 

担当者 ⼭⽥、上中 
内線 ２４１３ 
直通 ０６－６９４４－６６８６ 

主要事業９ 

社会福祉施設等感染症予防重点強化事業 

【施設等への専門家派遣・施設等からの電話相談対応】 
 
 
 
 
 

【事例分析、研修・啓発用媒体作成】 
 
 
 
 
 

社会福祉施設等の 

感染症対応力強化 

（クラスター発生・ 

 拡大抑制） 

【令和３年度社会福祉施設等感染症予防重点強化事業イメージ】 

施設訪問 電話相談 

研修実施 啓発用媒体 

（年間 100施設程度を想定） 

 34


